
　　　　代表取締役社長　水野　潔

（単位：円）
 （ 資  産  の  部 ）

44,579,394    54,458,524    
現 金 預 金 20,577,344    未 払 金 7,662,158      
未 収 運 賃 14,558,865    未 払 費 用 16,335,709    
未 収 金 3,632,331      未 払 法 人 税 等 445,000         
貯 蔵 品 2,578,293      未 払 消 費 税 等 8,699,500      
短 期 貸 付 金 289,215         １ 年 内 長 期 借 入 金 12,000,000    
前 払 費 用 937,052         預 り 金 5,476,157      
そ の 他 流 動 資 産 2,013,565      前 受 収 益 924,000         
貸 倒 引 当 金 △7,271          賞 与 引 当 金 2,916,000      

428,441,161  
421,630,808  221,342,333  

車 両 26,954,482    長 期 借 入 金 202,000,000  
建 物 11,799,298    預 り 保 証 金 12,360,000    
構 築 物 13                   退 職 給 付 引 当 金 4,482,333      
機 械 装 置 670,174         役 員 退 職 慰 労 引 当 金 2,500,000      
工 具 器 具 備 品 887,366         
土 地 381,319,475  負 債 合 計 275,800,857  

200,137,416  
資 本 金 38,000,000    

利 益 剰 余 金 162,137,416  
6,810,353      利 益 準 備 金 9,500,000      

投 資 有 価 証 券 3,110,600      そ の 他 利 益 剰 余 金 152,637,416  
出 資 金 50,000           任 意 積 立 金 145,955,645  
繰 延 税 金 資 産 2,369,573      繰 越 利 益 剰 余 金 6,681,771      
そ の 他 投 資 等 1,280,180      

評価・換算差額等 △2,917,718  
その他有価証券評価差額金 △2,917,718  

純 資 産 合 計 197,219,698  
資 産 合 計 473,020,555  負 債 純 資 産 合 計 473,020,555  

 投資その他の資産

（ 純 資 産 の 部 ）

貸 借 対 照 表
（令和２年3月31日現在）

流 動 資 産 流 動 負 債

固 定 資 産
固 定 負 債

（ 負 債 の 部 ）

 有形固定資産

株 主 資 本

第 6８ 期　決 算 公 告
三重県松阪市末広町一丁目240番地1

三重名鉄タクシー株式会社
令和2年6月5日



１．重要な会計方針に係る事項に関する注記

（有価証券の評価基準及び評価方法）

その他有価証券
時価のあるもの ： 決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純資産

直入法により処理し、売却原価は移動平均法により算定して
おります。）

時価のないもの ： 移動平均法による原価法

（棚卸資産の評価基準及び評価方法）

貯蔵品 ： 最終仕入原価法
（収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

（固定資産の減価償却の方法）

（1）有形固定資産
 定率法を採用しております。

 ただし、車両および平成10年4月1日以降に取得した建物、また平成28年4月1日以降
 に取得した構築物は定額法を採用しております。 
 なお、取得価額10万円以上20万円未満のものについては、3年間で均等償却する方法を採用しております。

（2）無形固定資産
  定額法を採用しております。

 なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（5年）に基づいております。

（引当金の計上基準）

貸倒引当金 ： 売上債権、貸付金等の貸倒損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率
により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に回収可能性を検討し、回
収不能見込額を計上しております。

賞与引当金 ： 従業員に対して支給する賞与の支出に充てるため、支給見込額基準により算出
した額を計上しております。

退職給付引当金 ： 従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務の見込額に基づ

役員退職慰労引当金 ： 役員の退職慰労金の支給に備えるため、内規に基づく当期末要支給額を計上し
ております。

き計上しております。

 個  別  注  記  表
（平成31年4月1日から令和２年3月31日まで）



（消費税等の会計処理）

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式によっております。

２．当期純損益金額

当期損失 円88,310,969


